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Annual Summary of the Views
of the International Covenant on the Civil
and Political Rights (2): 1987
人権条約研究会(村上正直代表)訳
Translation by the Study Group on the Human Rights Treaties
Abstracts
Today, the number of Views of the Human Rights Committee are numerous, and it may be
difficult to look into the overall activities of the Committee in this regard. Annual Reports of
the Committee contain the chapter which summarizes the activities of the Committee, and
provides us the useful way to search the important Views in the year concerned. For this
reason, we consider it appropriate to translate this part of the Report into Japanese.
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No. 155/1983 {Eric Hammel v. Madagascar) 、 No. 172/1984 (S. W. M. Broeks v. the Nether-
lands)、 No. 180/1984 (L. G. Banning v. the Netherlands)、 No. 182/1984 (F. H. Zwaan-de
Vnes v. the Netherlands)、 No. 198/1985 (R. D. Stalla Costa v. Uruguay)である。委員会は、
また、通報が非許容であると宣言して、 3件の事件の検討を終結した。それらは、次の事件
である　No. 192/1985 (S. H. B. v Canada)、 No. 209/1986 (F. G. G. v. theNetherlands)、





















11)総会公式記録、第39会期、補遺No. 40 (A/43/40), paras. 569-625; ibid,第45会期、補遺No. 40 (A/41/40), paras.







実行を発展させてきた。たとえば、 1987年4月の委員会の第29会期で採択された、 No. 198/












































































































408.同様に、類似の事実状況において同じ法律が適用された、No. 172/19M(S. W. M. Broeks
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v. the Netherlands)の事件において、委員会は第26条違反を再認足した(付属文書VIII Bを
見よ)0

























13) Ibid.,第38会期、補遺No. 40 (A/38/40)、付属文書ⅩI (通報No. 49/1979, Dave MararisJr. v. Madagascar) ', and
Ibid.,第40会期、補遺No. 40 (A/40/40)、付属文書VIII (通報No. 115/1982, John lWight v. Madagascar)及び補
遺IX (通報No. 132/1982, MonjaJaona v. Madagascar)
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奪うだけの、国の安全のためのやむを得ない理由が存在したと立証していないことに留
意するo人権委員会は見解を作成するにあたり、規約に基づく外国人の地位に関する一
般的意見15(27)をも考慮にいれ、特に、 『外国人は、あらゆる全ての状況の下で、この権
利が効果的なものとなるために、追放に対する救済措置を要請することができる十分な
便益が与えられねばならない』ことを指摘するo
委員会は、さらに、締約国によって提出された情報に基づくと--・、 Eric Hammel氏の
追放の決定は、同氏が人権委員会に対する他の通報者の代理を行っていた事実と関連し
ていると思われることに、懸念をもって留意する。それが事実であるとするならば、委
員会は、仮に市民的及び政治的権利に関する国際規約と選択議定書の締約国が、選択議
定書に基づいて人権委員会が審議するために通報する者の弁護人として行動する者に対
してとがめだてをするならば、それはこれら文書の精神に適さず、かつ両立しないと考
iMm
それ故、委員会は、 「国の安全のためのやむを得ない理由に該当しない理由が制限事由とな
っていたにもかかわらず、通報者(Ma‡tre Hammel氏)が、自己の追放に反対する理由を提
示し、合理的な期間内に権限のある機関によって自己の事案を審査されることが認められな
かったので」、委員会は第13条違反を認定した(付属文書VI王IAを見よ)0
(藤本晃嗣)
